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経済論叢〔京都大学〕第149巻第4・5・6号. 1992.:~f.1 ・ 5 ・ 6 月

国際的展望の中で見た1:1本のメーカーと

サプライヤ C.の関係申

ー一一自動車産業0:.:~同市一一一

浅 沼 寓

I はじめに

里

日本の自動車メーカーは，長い時間の経沼のうちに， 自社に対するサプライ

ヤーとの聞に複雑な関係のジステムを発展ijZせてきrた。この関係のシステムが

持つ性質が， 日本の自動車産業の事業活蹴-'=の成功の基礎にある主要な要因の

一つだという考えが広まってから，かなわり年数が1ff，つ。しかしながら，この

システムの性質を精確に解明する仕事は三年やっと緒についたばかりであ

る九 この章の第一の課題は，国際比較を地じて， 日本で発展したシステムの

ホ この論文は. 1988年 9月19-2日日にキャ γベヲit(叶〉オ y、トヲりア国立大学で開催きれた

“Japanese Corporate Organization and lntern山 <:na(Adjl.lstment" をテーマとするコンファ

レンスで報告した論文目“ Japanese Manufactll日 r-SupplicJ' Relationshi岡 山 lnternational
Perspective: The Automobile Case"一一ーこの論::tは京都大学経済学部の英文ワーキング・ベ

ーパーーシリーズの第8号として研究者の闘で説 tれてき士ーーーの改訂版 それは. Pau¥ 

Sheard (ed.). Jatanese Corporation and lnterrul.i.!onal AdJustment~ Allen and Unwin. Sydney， 

1992の第7章として出版される運びとなってい'-， -"-ーの日本語版である。 この論文に結実した

研究の一部は，私が1986年にスタンヲォード大学j イエールコk学，およびミシガン大学に客員研

究員として滞在したときに行われた。これら大学[，り研究は，京都大学創立七十周年記念後援会

からの助成によって可能となったものである。 ~t ?アメリカ骨地でのフィーノレドワークを実施す

るため，関西経済研究セ γ ターからも研究助成松!~'トふた。日本で実施したフィールドワークは文

部省科学研究費補助金によった。。契約的枠組みとそれに関連する取引諸慣行の構ii!t.!;I:，浅沼 (19創 0，1984 b， 1989)によって研

究されている。生産管理とそれに関連する企業間内コーディネーションについては， rかんぱん

方式」によるョーディネー γzンを含め， 門田(1~183) と塩見(19850， 198出b)が照明を与えて

いる。 rオーダー・エントリー・システム jとct:I(~I:れる情報処llJ!. '"λプムは，ディ ラ の活動

を生産管理につなぐ役割を果たすものだが，これい t門田 (1983)と岡本 (1985)によって研究さ

れている。中核企業と，それと業務上の連関を持つ諸企業との問に張られる情報ネ vトワーク

は，オーダー・エントリー・システムを一部とし:合日が， ιのネットワークについては，浅沼

(1986)の分析がある。
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中のどの要素が，相対的に見て日本に特徴的なもにlであり r しかも同時に，こ

れら自動車メーカーが国際競争力を獲得する上で主1 ，~:'j:E:的 iこ重要な要因であった

かを調べることである。

近年国際的に起こった諾変化に適応するため， 日木の自動車メーカーは，自

社の生産ネットワ-;7を二つの方面で再構築しはじめた"第一にー'各社は，海

外での生産を，ほとんど初めて本格的な規模で開始た。その結果，車両生産

活動の中のこの新たに付加された部分のための供給 fツトワークを築き上げる

課題に直面している。このネットワークの構成部分こなるサプライヤーの相当

部分は，現地に立地している企業である必要がある" 第二に， これら日本の自

動車メーカーは， 自社の国内生産のために現存している供給のネットワ-;7を，

一つには最近生じた円の対ドノレ為替相場の上昇に対して J 昔、七二つには輸入部

品や輸入資材をもっと使えという政治的圧力に対しと，適応させる課題に直面

している。この章の第二の課題は，第一の課題の下℃明らかになるもの，つま

り， もとの日本のシステムの中に生まれ育った決目的に重要な諸要因が，いま

現われつつあるグローバルなネットワークの中でr はたして保たれうるかどう

か，また保たれうるとすれば1， 、';i~"lにしてかを吟味十るこ ι である。それら要

因は， 日本企業の活動のグローパノレ化の代償として犠牲にされ，時が経つにつ

れ腐食して行くのか。それとも逆に，他の諸国にも定住の地を見いだせるのか。

もし日本の自動車メーカーがそれら要因を投資受い入れ大:の諸国にも生み出そ

うと真剣に試みているとすれば，そうした努力は" :lJI地にもともと根を持って

いるサプライヤーに対して，また，より一般的にρ lニれら諸国の製造業の活動

全体に対して， どのようなインプリケーションを桁つだろうか。そのような試

みは，現在どういった困難に面レているか。そして最後に， 日本で現在起こっ

ているもろもろの調整は， ここで問題にしている快活!的にE重要な諸要因が，ま

さにその生家の庭先で消散してしまう方向に作用しむいるのではないか。こう

い，った点が吟味の対象となる。

上記二つの課題を遂行するため， この論文では靖~:~O 巴アバロカにおいて北米
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での自動車生産に関し観察されうる諸発展な分析しp ぞののち田本における最

近の諸発展を調べる。

この論文の構成は次の通りである。次節で，，'::::，まず，アメリカの自動車メー

カーが1980年代初期までに北米におけるかれらのサプライヤーとの聞に発展さ

せてきた関係のシステムの基本的諸特徴を目品川:する巳l ごれによって， 日本で発

展したシステムの基本的諸特徴が明瞭になぷ3 次にp アs Yカの自動車メーカ

ーが近年，かれらのシステムの構造を， どのように J 討、たどの方向に向けて変

えようとしつつあるかを示す。第 3節では H本のンユテムの諸面を，より詳

細にしらべ，日本における自動車生産Yλ:5""~\ ~~I::効率性を達成するのにとりわ

け寄与したと思われる契約的諸慣行ならびに情造的諸要因にλ ポットライトを

当てる。第 4節では，国際的な諸調整の現状配分析する。最初に，アメリカの

状況を観察し，アメリカの自動車メーカおよび日太の自動車メーカーのい

わゆる「トラ γスプラントJ (海外現地工場)が直潤している諸問題を論じる。

次に， 日本の状況に目を転1じじL斗， 日本の白動本

におけるかれらの伝統的な十プライヤ一と{のf工わ:>附問|に3発E際ぎ喧ぜムて号誓宇?たこ関係が， 国際

的環境に起こった諸変化によって，どのような影響を受けつつあるかを分析す

る。第5節は，この章の結び己ある。

この論文は，私がこれまでに報告した研d汗の諸結果lこ加え， 1986年の春から

夏にかけて私がアメリカにおいて，ビッグ川丸リー(コまり G M，フォード，

およびクライスラーの 3社)， および日本~;)~三つの自動車メーカーの現地生産

法人(うち一つはアメリカの自動車メーカ}との合弁)， ならびに日本に本拠

を持ついくつかのサプライヤーを訪問して行った研究の諸結果に基礎を置いて

いる。さらに，この論文は， 1988年の夏に日本の二つの自動車メーカーを訪問

して得た諸結果をも反映している。

浅沼 (1984a，1984b)と同様，この論文亡 l主主として，所与の自動車メーカ

ーと，この企業に対して部品を供給してU、る諸企業との聞の関係に焦点を置き，

自動車メーカーの方を適宜， I中核企業J <~: '" 1う名でもよぷ。また部品を供給
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する企業を「部品サプライヤー」とよび，混乱のおそれがな¥，!'\~5合には短縮し

て単に「サプライヤー」とよぶことにする。

11 日米のシステムそれぞれの基本州諸椅徴

日米間でメーカーと十プライヤーとの関係のツスデムの比較分析を開始する

に先立ち， 1980午から1983年にいたる期聞は，アメゾ内自動車産業の歴史の中

で，一つの転回点を画していることに注意すべき亡あろうむこの産業が1980年

の景気後退により手ひどく打撃をこうむるまでは， こi)産業苦:構成している諸

主体は，他の諸国の自動車メーカーが従業員および寸)ブヲイヤーとの聞に発展

させた諸関係にJ あまり注意を払ってこなかった。 Li、し，この危機のあと，

この産業を再活性化する目的で， ビッグ・スロー，カ Ilらに対するサプライヤ

ーの中の一部，およびUA W(International Union， IJnited Aul:omobile， Aero 

space and Agricultural Implement Workers ()f A:nCi"'l'ica の略称。通常，全

米自動車労働組合と訳されている〉は，いずれも，モれまセ相五の聞に作り上

げてきた諸関係を再構築する適切な道の探究を開始L〆 l ぞれらに対応する諸関

係が他の諸国ではどのような構造を持っているかを広i:!11こ研升:しはじめた。

1983年までに，いくつかの改革がすでに導入され，今 ~I~: ~~Þ年にわたって続くと

予想される産業の再構築のプロセスの口火が切られた》その結果として，アメ

ロカ自動車産業は， 1980年に比べ，より多くの要素を日本の自動車産業と共有

する方向に進みつつある。

したがって，日米双方の圏内に存在する関係の様式仏時闘を通じて不変な

ものであるかのように特徴つ、けたり，あるいは，全般的にそれぞれの国に固有

のものであるかのように特徴つけたりするのは，適官i'lではない。にもかかわら

ず， 日米のシλ テムの聞に1980年の時点ては明瞭に存i'Eレて '1，ワL二し， 1986年に

おいても多少とも観察できた差異を表現するためには J 最初にある類型化を行

っておくことが有用である。以下に述べるいくつかの比較は， にの論文の分析

の最初の足がかりをす提供することを目的としていh
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2， 1 部品サプライヤーの数の比較

これまでに何人もの著者が，アメリカの 1'1!的車メーカーは日本の自動車メー

カーに比べ，従来，はるかに多数の部品サプヲイヤーを直接の取引相手とする

傾向があったという主張を行っているへ この主張世ラストするには，各中核

企業に対する部品サプライヤーの数を確定すとlことが明らかに必要である。し

かしながら，厳密な比較はJ 部品十プヲイヤ を定義することにまつわる諸困

難により，むつかしくなる。より簡単な「ザププイヤー」という用語がしばし

ば使われるが，この用語は生産に直接に使わγ」‘い資材やサーピスのサプライ

ヤー，つまり文房具や会社の調度品，さらには電力，水，ガス，電気通信サー

ピ月や保険などを供給している企業を含んで 14、る。このカテゴリーに入る企業

を取り除いたとしても，残りが部品サヅライヤーであるとは限らない。原材料，

型ないし治工具，設備，建設サーピλ などのザプアイヤーもあるからである。

さらに，中核企業が限界サプライヤーに依拠 γる程度以，中核企業聞で異なる。

そしてs これら限界サプライヤーを数からl徐<:か，それとも数のうちに含める

かに応じて， 1-ある企業に対するサプライヤーの数Jとして違った数字が現わ

れてくる。以下に私が集めた若干の数字を挙I(Yるが，ぞれは状況の大体の姿を

示すためである。

1 主主主企竺7 '7-1ヱニ~)~主

198渇年に，約5，500社のサプライ-¥'ーが，に;l'叫が北米における車両生産のた

めに購入している生産目的用資材の金額のが山)パーセ y 卜を供給していた。鉄

鋼のような基礎的原材料のサプライヤー， ijよび型・治工具やプフ γ ト建設+

ーピスのサプライヤーは，この数に入ってし、7}:LJJO もし型・治工具，プラン

2) 日本の自動車産業とのなにがしかの比殺を含めて?メ')カ自動車産業の分析を行おうとする
仕事で，早い時点で発表されていたものとして. ...¥lt::ichuler， Ross， et a1. (1984)， Cole and 
y.ku，hiji (1984)，森・油井 (1982)，および西口(l惜のがあE。

3) 森・油井 (1982)および西日 (1988)士見よo阿 lC.!;Iま， Colo and Yakushiji (1984)の中の
随所で行われ‘ている分析にもインプリヶーシ g ンとして含まれ℃いる。

4) GMに対する生産用資材の+ヅライヤーの数として森・油井(1982)は12，500という数字を，
また西口(1988)は，12，000という数字を挙げている。しかし，私ぷ1986年にGMの購買担当の上
級管理者たちと行ったインタピューでは，この 12.blJ['という数字が正しいという回答は得られ/
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ト建設サービス，基礎的原材料，および非生産目的用資材のサプライヤー，な

らびに限界サプライヤーを含めるならば， G Mに対』ずるサブれライヤーの数は，

35，000 社に達した。同じ年に，フォードは3 北米に、L~ ける車両生産のために，

2，500社の「生産」サプライヤー(部品fプライヤー¥) と取引していた。この

うち，企業規模別に見て最大のグラスに入る 150社h フォードが購入寸る部

品の金額の60パーセント超を供給していた。同じ198日午に j タライスラーは，

およそ2，000社の「生産」サプライヤーと取引してし η が，もし「非生産」サ

プライヤーを入れれば，サプライヤーの数は全体で1[;"口 )101'土に~~した。 2 ，000社

の「生産」サプライヤーのうち 300社が， クライスノーが購入寸る部品の金額

の90パーセントを供給していた。

日本では， トa!<に対する部品サプライヤ--'/主， -_.'""'::2:iして協霊会とよばれる

協力会を組織していて，それは東海協豊会，関東協限会，および関西協豊会と

いう地域別に組織された三つの会から構成きわしていゐ〈 とのう包二つ以上の会

に同ーのサプライヤーが入っている場合があるので "Z一れによる重複を除去す

ると， 1986年に協豊会のメンパー企業の数は 172社であった。トヨタは，協豊

会のメンバーでない企業から部品を買う場合もあるが， そうし/=企業がトヨタ

が購入する部品の金額のうちに占めるシ z アは“ 19:~i64~において， 10パーセン

ト未満であったと推測される。トヨタに対する型.'r:i~l工具，設備，および建設

サービスのサプライヤーは，協豊会とは別の栄豊会と 1r、う協力会をつくってい

て，そのメンバー企業の数は， 1986年に61社であったc 協豊会と栄豊会のメン

ζー企業の数をたし合わせ，かつ両方に加入していふ:企業があるところから生

じる重複を除去すると，合計企業数は， 1986年に 22.，:1壮であー〉た。ここで同時

に，鉄鋼や潤滑油のような基本的原材料のサプライトーは，協連会にも栄豊会

にも加入してレない事実lこ注意を払っておくべきで止 lh

日産に対する部品メーカ の大部分は，宝会と品沼会という二つの別々の会

¥なかった。このよ級管理者たちによれば， 12，500という数字は1 ねそら〈金型，治工具，工場設
備などりサプライヤーを含んだ数字だろうということであったυ
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に分かれて加入していた的。 宝会の方は， 日誌の子会社と関連会社， 日産を主

要な顧客とする中小企業からなっており，品京会の方は 3 主要な自動車メーカ

ー全体を供給先とするような十分に確立した ~:~)~l メ副知ーを構成メンバーとし

ていた。 1983年現在，宝会のメンバー企業は 109社，品宝会のメ γバー企業は

54社であった。同じ年， 日産は外部から購入|た部品の金額のうち約55パーセ

ントを宝会のメンパー企業から， 35バーセントを'品窓会のメンバー企業から，

また10パーセントをどちらの会にも加入してし、なL、部 1:f~1 .1-ーカーから買ってい

?こ。

マツダの場合には， 1982年に，加工サーピY を供給する 106社のサプライヤ

ーと取引していたが， ζの106社のう1:>70社付，東友会(マツダに対する小規模

な地場のサプライヤーが組織している協同組合)のメンバーであった。これら

106社のほかに232社の部品メーカーがあったが，そのうち12社は東友会のメン

バーで， 174社は，相対的にマツダに対するH:存度が少ない部品メーカーの全

国規模の協力会である洋光会のメ γノじーで正 F た。基礎原材料，型・治工具お

よび設備の+プライヤーを含め，かつまたれらに「いても，部品や加工サ

ーピスのサプライヤーについても，東友会lとt.，洋光会にも加入していない企業

を含めると，マツダに対するサプライヤーの総数は， 1982年に1，288社になった。

全体として見るとき，上に見た数字はアメ);むの自動車メーカーは目本

の競争相手に比べて 1社当り有意に大きなi肢の部品ザプライヤーを直接の取引

相手としてきた」という一般化を支持してLぺ1ょうである。

よ茎塗亙当!2..E2土-;;f' 7~コタ二空室主

十プライヤーの数の比較と L、う問題は，典史的な車両組み立て工場をとり，

5) 1991年6月に宝会と品宝会とはそれぞれ解消吉札新たに即日産に対する部品メーカーの単一
の協力会として日期会という名称の組織が作られた。その主な動機は.いわゆる系列の閉鎖性に
対する国の内外からの批判に対応するためであった。 従来の形勝に，地域別の組織形態をとって
きたトヨタの協豊会の場合と対照』ヲに，機能的にはIJ:ように中核企業と密接で長期的な関係に
ある部品メ カー--Asanu皿 aand Kikutan.i (199:~> c:コ用語でいう!-:r衛星型のサプライヤー」
一ーが.中核企業との関係の歴史的な由来にもとづい:二司つの舎に分属するものであっただけに，
「閉鎖的だ」という批判をこうむりやすかったといメょう。
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そのレベルでのサプライヤーの数を調べると，少し ~:IJ の仕方で光を当てること

ができる。 GMについていうと， 1986年現在，このおlぽ，ランシング工場のよ

うな比較的新しい諸工場の場合における 300社かん J 相対的に多くの車種を並

行して組み立てている若干の工場の場合における1.]:~~川社までにわたって分布

していたが，典型的には 800社であった。これと対同11')にヨタを見ると，

日本の典型的な車両組み立て工場の一つである高岡1場には， 1983年現在己，

僅か 125社のサプライヤーしか納入を行っていなかった。この対照は，次の事

実を考慮すると，いっそうきわだってくるo 第11ご，ア J リ出の典型的な車両

組み立て工場は，月産約2万台の組み立て能力を持つのに対して，高岡工場の

ような日本の代表的需工場は，その 2倍の台数を生活:する絶力を持っている。

第 2に，アメリカの典型的な亭両組み立て工場ほ1111じ事業所の内部にプレス加

工職場を持っていない。鋼板をプレス成型して作らたボデーー(車体〉用の大

きなパネノレは，複数の車両組み立て工場に供給すと)';~ .めに集中生産を行ヮてい

て車両組み立て工場から遠くに立地している場合力';:~::7 ¥1、l>， .7;、加工専門工場か

ら鉄道輸送で送られてくる。これに対して， 日:シド n典型的た車両組み立て工

場は同じ事業所の内部にプレス加工職場を持ってL、て，そこから隣接するボデ

ー〈車体〕組み立て職場に供給が行われている。

主主71ヱ二金堂Z直に笠宜盆iζp7"童夏国

日米の自動車メーカーの聞には会社と事業所とレうここつの lノベノレでサプライ

ヤーの数に差があることを見たが，この差は次の ~~!f~主閣に由来する E思われる。

1.事業所のレベノレにおいて，アメリカの自動車メーカーは， 日本の競争相手

に比べ，次の傾向を持っている。

(a) 外部の企業から購入している部品のうち相当の部分を，アセンプリーの

度合が相対的に低い段階で買ってL、る。

(防各供給源に，平均で見て，相対的に少ない都品点数を剖り当てている。

2.会社のレベルでにおいて，アメリ売の自動車メ四カ -1:1:，次の傾向を持つ

ている。
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(a) 直接の取引相手とする(つまり第 1次胞の)サプライヤーのレベノレに，

相対的に多数の限界サプヲイヤーを保押していてs ぞれらを間欠的にしか

利用していなL、。

(b) 相対的に多数のローカノレなサプライト『と取引してL、て，それらは，所

与の自動車メーカーが持つ多数の事業所山中の一つだけに供給を行ってい

るか，たかだか二，三の事業所に対してだけ供給を行なっている。

上記の判断は，実際，アメリカの自動車メ町カーの購買担当の重役および管

理者たちが広く共有している認識，回一一 ila，lb， ~~aリ 2b の諸要因は問題とす

べきことがらであり，改革する必要がある Jとし寸認識ー と一致している。

しかし，なぜこれらの要因は問題とすべきこ l二がら訟のか。またアメリカの自

動車メーカーは，かれらの、ンステムのこれら檎造的諸要素を， どのように改革

しようとしてきたのか。この二つの問"、に取り組むに先立ち，このシステムが

持つもう一つの層を観察しておく必要があと c それは，そのような構造の上に

発展してきた契約的慣行の基本的諸特徴でめる。

2.2 発注のパFーン

中核企業とサプライヤーとの聞の組織的中l よび契約的な関係が持つ性質は，

日本のシステムとアメリカのシ7、テムとのIHIで異なっており，それはこれら二

国の中での発注パタ-'/を概観することに J，) 見ることができる。

アメリカのサプライJこ二二(J)二2(J)墾型

アメリカには，基本的に二つのタイプの部品メーカ が存在してきたように

思われる。一つは， トランスミッション， アグスノレr プレーキ， ラジオなど，

相対的に高度に洗練された、ンステム部品を供給していて，相当程度の自社技術

を蓄えているタイプのサプライヤーである。ボノレグ酌ウオーナー，ベンディッ

クλ，デーナ，およびTRWといった知名肢の高い独立の企業がこれに属し，

それらは主要な自動車メーカーのどれにも供給を仔ってきた。そうした企業が

アメリカの自動車部品メーカー全体の中に l三める割合は小さい。これら企業が
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扱っているタイプの部品のどれについても， 2な¥.'"し 5社程度が，全国規模で

競争し合ってきた。アメリカの部品メーカーのもう一一つのタイプはz より単純

な部品を，相対的に少ない自社技術しか持たずに供11PIしてきた企業である。こ

のタイプに属する企業ほ非常に数が多く，相対的に〉規模で， ローカノレな範囲

でのみ供給を行っていることが多い。

前のタイプのサプライヤーが供給している部品は J 毎年変わる種類のもので

はない。トランスミッションは，典型的には 8年間， ';i)モ デ fレ目ライフを持って

いるし，種々のエンジン部品は 7ないし10年の間r 不変である。そうした部品

乞所与の自動車メーカーが出してくる仕様書ある l"は設計図に対応して量産

するためには， しばしば， この取引に特化した設旅への投資が望ましくなり，

そうした投資を行えば，償却には数年を要する。このため，のちに見るように，

サプライヤーがそうした投資を実施するよう仕向日るには，部品の買い手の側

がサプライヤーが投資の償却を行えるよう保証する特別のアレンジメント合含

んだ仕方で，部品の購入を行う必要が生じるc

他方，グリル(放熱用"'7-.>'格子)， トリム(Iベ~:~!~用〉部品，あるいは小物

プレス部品のような，その自動車メーカーが小規i誌のフェ』 λ ・リ 7 トを実施

するのに伴って 1 ないし 2 年ごとに変わる多数の都 n:， i.)~ 存在する。こうした種

類の部品もまた，車両の特定のモデノレのため設計百 hjこ専用部品の生産にしか

利用できない専用プレス金型，射出成形用金型，去るいは専用治工具類に対す

る投資という形で，取引特殊的な資産への投資を!庄日L る。しかし，さきほど見

たトラ Y スミッ γ ョγやアタスノレのような種類の古r;nをj製造するための専用設

備の場合と異なり，投資のインセ Y ティブの問題付!それほど大きな問題とは

ならなL、。それは，こうした比較的簡単な小物部副lの生産に使われる専用型・

治工具類の場合には， 自動車メーカーの側が 1二れ出.j即日;型・治工具類の製造ま

たは調達に要するコ人トを一時払いで負担して，ぞれbの所有権を保有し，そ

の上でサプライヤーに貸し出して部品を作らせるこ ιが可能さあり，実際アメ

リカ自動車産業では，それが一般的慣行となっておたからである。
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アメリカ主主」土豆翠皇室宜

部品とサプヲイヤーとの」二記ご.つのカテコ')ーの聞の違いに応じて，フ才一

ドでは，契約慣行に差を設けてきた。1::，こ !~i，!， i~ 二二つのうち第 2 のカテゴリーに

属するサプライヤーによって供給される種矧の邦libfこ曽川、ては，フォード社内

の標準的な慣行は，契約期間を 1年とし， r前'13j，I乙購買担当者に対して，第 1

年目の終わりに，もう 1年契約を延長するオゾ、ンョンセ与えるというものであ

った。そのようなタイプの契約が大部分の部品について使われてきたが，前述

の第 1のカテゴリーのザプヲイヤーによって関給される部品のうち，専用設備

への投資を明らかに必要とするものについてば 3 長期契約が使われてきた。そ

のような契約の契約期聞は，通常. aない Lli年であコた。さらに， そうい

う特定顧客のための特定部品の納入のために完全に特化した設備 (dedicated

equiprnent) の償却を保証する目的で，そ C円 iifl，{"の価格をそういった機械の実

際の稼働率に応じて調整する特別の算式が航われしてきた。 1980年より前から，

こういった種類のアレンジメントが存在してぢたことに注意すべきである。

しかし， 1980年より前のアメリカでの支配的傾向は，契約の形式上の有効期

間を 1年と定めることであった。さらに， IよI!出車メープ特にGMがとって

きた支配的なポリシーは，購買担当者たちに J こうして契約で規定されている

l年の期間が終わりにくるごとに類似の部品の市場動向調査を行うことを促し，

もし購買担当者がその契約を更新したいとィ許認する場合には，本社まで出向い

て承認を得ることを要求するものであった。まさにそうしたポリシーの結果と

して，多くの場合，契約は，その形式との有効期間である 1年が終わるときに，

数年にわたって変わらない種類の部品にっし、てさえも，打ち切られることとな

った。別のことばでいうと，競争入札のメカーズムを通じて可能な最低の価格

を確保しようという関心が，第 1位の優先!I[!:f，i¥0:与えられたのである。しかし

ながらJ 両当事者聞の関係を打ち切ることがじうも簡単にてきるという事実は，

相互信額の確立と，両当事者間の絶えぎる杭術的相互作用を通じての原価低減

の協力的な追求を図書した。こうした長期的213慮i丸アメリカでは， 1980年の

自
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不況がくるまでは，短期的志向の前に影が薄くなっ γ いたのである。

日本における契約慣往

日本では，浅沼の論文 Asanuma(1984a， 1984b， .1 ~J自のが報告しているよう

に，ケ7両当事者の聞の関係それ自身を制御する契約にl有効期悶3 判所与の部品

の納入の標準的な継続期間，および例慣行として確Iーしている価格調整のイン

ターバノレ，以上三つは，すべて互いに異なる O 形式的にレえば上両当事者の義

務をごく一般的に規定する内容を持つ「基本契約」は 1年の有効期間しか持

たなL、。しかし，いずれか一方が反対を申し立てなければ， 自効的に更新され

る。所与の部品の特定のサプライヤーによる納入は』 車両のあるモデノレのライ

フとともに始まり， ともに終わる。日本では近年フル巾モデノレチェンジが4年

ごとに行われてきたから，部品納入の標準的な継続州問は 4生|三であり，その間

半年ごとに価格の調整が行われる目。 それゆえ全体として日本のシステムは，

アメリカの伝統的なシステムと比べて，各叶プライトーに， より長期の納入期

間を与えてきた。さらに，それだけでなく， ζの論文のあとの方で論じるよう

に，両当事者の聞の関係は，正常の場合，所与の壬つドノレのライフを越えて持続

する。これは， 日本の慣行の他の諸要素と結びついペトサプライヤーのコミ、ソ

トメントの感覚を養い，サプライヤーが製造工程と斜ifL設計の両方を改善しよ

うとする絶えざる努力を払うよう促すことに寄与してきた O

2. 3 アメリカの中該企業が導入した諸改革

前の二つの小節で日米のシステムのいくつかの百三比較Lたが，そのそれぞ

れにつき，アメリカの自動車メーカーは，かれらが)ii沼目してきたγステムの伝

統的な構造と慣行を改革するためのさまざまな努力制調始した。

第 1次層のサプライヤ一三笠盆笠盟主主

6) 車両の新しいモデルの量産が開始され発売されてから約2年後にマイナ山・モデル・チェンジ
が行われるが， ζ 司ときに若干り部品が型、わる。さらに，い〈つかの部品はもっと短い時間間隔
で，いわゆるフェ-;<，・リフトが行われるさいに変わる。しかしl 当事者たちが持っτいる一般
的な考えは，標準的な納入期間は4年だというものである。
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+プライヤーの数という問題については相撲企業(士，会社νベノレと事業所

レベノレの両方で，その数を減らそうとして主だけc 当然のことながら， これは

単純な数の問題ではなし さまざまな再構探りプロセスを伴うものであるロ

たとえば， 1980年代初期にいたるまで， (;:11で{乍()札る車の座席は，各車両

組み立て工場で，プレ一人調整用vパ- I:~I:'ね，臨席パッド，および被覆と

いった諸部品を外部の企業から買い，組み立てを車両組み立て工場の敷地内で

行うというやり方で内製されていた。しかじ J その後GMはこの慣行を変え，

いまでは完成した座席が外部から購入され u、る。ょの変化とともに，座席と

いう領域に関係するサプライヤーの数ば激減した。従来のシステムでは，上に

列挙した座席用諸部品のそれぞれにつき， !II!;'1'1的には 8社から10社のサプライ

ヤーが供給源となっていたが，現在のやり戸':]では，それだけの数のサプライヤ

ーが座席のサプライヤー u土に置き換えられた。従来の座席用部品サプライヤ

ーの中の 1社が座席サプライヤーに昇格し鳴りは，座席サプライヤーに対す

るサプライヤー，つまり GMから見て第2次周のサプライヤーになったのであ

る。これは，アメリカの自動車メーカーが， どのようにして，一つの「システ

ム部品」を構成する諸部品の多数の+プライ γーから，一つの「システム部品

供給源」を作り出そうとしてL、るかを示す仰となる。

排気管・マアラー・システムは，多数の部品から櫛目立されているシステム部

品の，もう一つ別の例である。前lこは， GJ'，，1のある事業所では， この事業所で

組み立てられるいくつかの車種のそれぞれに巴コいて，排気管・マフラー・シス

テムを構成する各部品ごとに，多数のサプつ fヤーから価格見積りがとられて

いた。しかし現在では，排気管・マアラー刷 μ ステム(は主座膚の場合とは違つて

依然として車両組み立て事業所の内部で組Jλ"、 ~I

排気管.マフラ一.システムを構成する部11品1，日凶lJhμ1Ulμq)それぞれにつき，固定した一つ

のサプライヤーに発注が行われるようになり "'r'¥. 、る。 この排気管・マフラー・

7) たとえぽ，ブォ -F社に対する生産サプライヤ 0-;:'.1.98，6年晋1Eの数は， 1979年の数のちょうど
2/3であった。
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システムのケースでは， r多数供給源政策」から r-.~iê;，-，-~，供給源政策」への移行

が行われたのである。

選ばれたサヅライヤニよ(J)塁塑監l主宣量生~l {;'i;の柿::聖i

発注パター γに関しては，中核護企業の態度は，サプライヤ -eの聞のより

長期的な関係を追求するものに変わってきた。契約の形式には大して変更が加

えられていないが，フィロソフィーは，著しく改めろれたotとえば， GMは

サプライヤーとの関係を，この社の幹部社員たちの Jとばによると「揺り寵か

ら墓場までのフィロソフィー」とよばれるものに， tとづけようとしてきてい

る。これは，一つのサプライヤーに所与の部品の開冷に参加するよう求めると

ころから出発し，次ぎにその部品の製造を委託し.~の部 l見Iのモデノレ・ライフ

が終了するまで，そのサプライヤーに発注し続げ芯:とを意味する。

これら改革ば，すべて，次のことを目標にしていと)C，つま句，

l 従来よりも強い技術的能力をそなえたF より少数のサプヲイヤーを取引相

手として持つこと。および，

2 妥当な部品価格を確保する方法を，競争的入札よ1L'1、に距離を置いた交渉

という伝統的なメカニズムから，原価低減の系統拘な追求に基礎を置き，協

力的関係を伴うものに変えること。

上の二つのうち第一の目標と密接に関連して，伐のスロ ガンが，アメリカ

の自動車メーカー内部の購買の専門家たちの聞で;~!執り返し叫ばれている。す

なわち， r開発の早期からのサプライヤーの関与在実現ずること」。

しかし，このスローガンは，正確にいうと，なにな意味するのか。また，上

の諸目標に関し， 日本のシステムの中では， どの」、五な種類の達成が見られる

のか。次節で，これらの問題を取り上げようひ

III aキ・のシステムの制II!!~I，

この節では，上記のスローガンの意味を考察す正l ことから出発する。これは，

日本のシステムが持つ一つの特徴を明らかにするのに役立つが，この特徴は，
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日本の「下請け制」に関する伝統的な文献υr')中では触れられていなかったもの

である。これに続き， 日本のシステムが持つ諮側面のうち本章の課題に関連性

を持ついくつかにJ 逐次，照明を当てて行くコ

3. 1 開発の早期からのサプライヤーの関与

「開発の早期からのサプライヤーの関与 t・.~.~~克ずること」の正確な意味を確

定するには，新しい車のモテツレを開発する;;，0 j::2セメlの時間的構造を研究するこ

とが重要である。図 1は，私が聞き取り調冶γE集めたデータにもとっき， 日本

の自動車メーカーの場合について，車の開先の主要ステップを示したもので，

水平方向に時間軸をとり，その上に，各スプップの典型的なタイミ Y グをプロ

ットしてある。

図1 車両の新モテソレの開発日おける主要ステップ

T
↓
 

T2 
↓ 

T3 T，で T6 T7 
↓↓↓↓↓、

時間'

注:T包1 新モデノルレの構想研究の開町始r引f

T丸2 新モデノルレの基本構想の提λ刀r:. 凋発のための全函的な規

模での組織活動の開始。

T， 車両の詳細仕様の決定。

T， 第 1次試作図面の出図完["(

T， 第 1次試作車の製作完了。

T， 車両組み立て工場での量産試作開始。
T， 新モデノレの量産(商業的生時 1開始。

出所:日本の主要自動車メーカ ならびに若干 í') サプライヤーにおいて1983~.例年

に筆渚が行ったインタピョ -elJさいの1;れT取りにもとづく。

前に述べたように， 日本での現在の慣行は l 乗用車の場合 4年ごとにフ

ノレ・モテツレチヱンジを行うというものである n 次期二日デノレのコン七プトをつく

るための研究は，現在の毛デノレの商業的生長~'ó;始まっと直後，次期モデノレの商

業的生産の開始目標時点一一よ二れを以下 cr.J.潤単に「目標時点、」とよぶことに

する一一ーから48カ月前(図 1 の T，点に当/~:: ~;; ，)に開始される。このコンセプ
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トえタディは， この特定のモデノレの製品計画に責任:在持つ小規模のスタップ

・グループによって遂行される。フル・スケーノレの紅織的な取り組みとしての

開発段階は，典型的にはその 1年後n すなわち目標時=点から86カ月前〔図 1の

T.) に開始される。それからさらに，およそ 1 年後':~) T，の時点までに，車両

のレベノレについては詳細な仕様を確定し，各部品のレベんでは基本仕様を固め

て，関係する社内の部門または叶プライヤーに提示寸ることが必要となる。設

計図を作成する仕事も， この時点までに始まらな吋れJZならない。開発スケジ

ューノレをさらに右方向に見て行くと" T4 の時点までに， 君主 1次試作草のため

の諸部品の設計図の作成と関係諸部門への配布とが対了し，ぞれから 2ないし

3カ月あとのじで，第 1次試作車の製作が完了すとスケジコーノレとなってい

る。時間軸の上で T，の位置がどこにくるかは，名目 l動車メ・ーカーの力量や慣

行，あるいは開発されつつある特定のモデノレの性格むとによコて変わるが，概

していえば， 目標時点から20カ月前ないし16カ月前のどこかにくる。車両組み

立て工場での量産試作は図 1の T6 で開始きれるがr これは目標時点から 9な

いし 3カ月前のどこかの時点である。こうしたスす〆プをBてp 量産第 1号車

が組み立てラインから出てくるときp 開発段階は終「しJ 商業|拘生産段階が始

まるのである。

サプライヤーが新車開発プロセスへの関与を始める時点は 2 私が Asanuma

(1989)において導入した部品およびサプライヤ_.<~分類するための基本的カ

テゴリー，すなわち「貸与図の部品J， I承認図の部品.1"および「市販品タイ

プの部品」のどれに，問題の部品が属するかに応じ七異なあ。この分類方式を

示した表を，読者の便宜のため，表 1として下にもう一度掲げておくが，この

表の中のサブカテゴリー L l1，およびEが貸与図の郎品， IV， V，およびVI

が承認図の部品を構成する。貸与図の部品，承認図。!日品，および市販品Fイ

プの部品は，それぞれ， I特定の中核企業が供給しプド設計図にしたがって製造

された部品J， I特定の中核企業が提示した仕様に応じてサプライヤーが作成

し， その中核企業の承認を受けた設計図にしたがって製造された部品J， およ
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表 1 部品およびサプザ/ヤーの分窺

フウ 買手の提示する仕1
テ

ゴ 貸与図の部品
リ

I E 

分 買手企業 供給側が

類
が工程に 貸与図を

基
ついても 基礎に工

詳細に指 程を決め
準 示する る

伺j ンデリー ス部品

様に応じ作られる fi~~; ~!~I (カ:ぇ声ム部品) 市販品
| タイプ

承認図の部品 | の部品

E L~..I二 v 了一「I w 
買手企業は|買手金業

iは罵壬の
程につい!提良一九

て限られた|カタログ
|の中から

知識しか持|選んで購
たない |入する

買手企 ITv': ¥111: 

は工程に|の中間償

ついてれ1!域
当な知和|

業
閣
し
成
側
す

企
略
渡
完
給
託

手
概
を
の
供
委

買
は
面
そ
を
こ
る を持つ

内装用プ|座席

ヲスチ y

グ需1口口a口口

l プレーキ，
|ベアリン

|グタイ
ー{ヂ

ラジオ，燃
料噴射制御
装置，バッ
テリー

び「カタログにより， どの中核企業にも提Dt;されうるi部品1を意味する。これ

ら三つのカテゴリーのうち最後のものは，こで扱っている問題に関係がない

から，これからあとは，はじめの三つだ吋に長点をしぼるととにしよう。

貸与図の部品については，サプライヤ一札関与は，問題の部品の設計図の作

成が自動車メーカーの技術部門で完了した丸とで，やっと始まりうる。部品の

性質に応じて，さまざまな貸与図の部品のIHIでp 設計|辺作成完了の時点には違

いがある。しかし，大ざっぱにいえば，貸 ';Ij~ の部品のサプライヤーの関与は，

図 1の T，点が到達されたあとではじめて uU~:~ {5ということができる。

他方，承認図の部品については，関与はJ 二h主主企業が部品の基本仕様十関係

するサプライヤーに伝達するさいに始まり!る。この基本仕様の伝達は，図

5. 1の中の時点 Ta までに行われるのいく }かの部品の場合には，サプライヤ

ーによるその部品の開発はJ 中核企業からこ"<粗いコ γ セプトを受け取っただ

けで， T，の直後に開始されることがある。

ιうして r開発の平期からのサプライトの関与を実現すること」という

スローガンは， r自動車メーカーが外部の公業由、らの部品を，大部分，貸与図

の部品として購入する状態から，より多く十議認IZIの部品として購入する状態
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への移行を行うこと」を意味すると解釈できる。突111リフォード社の購買部門

のある管理者によればg 次のような種類の変化が，この会社の慣行の上に生じ

ている。

「過去においてはp われわれのサプライヤーめ日l同一は，問題の部品が持つ

複雑性の程度に応じて多少の遣いはあるが，南浜町]生産の開始の目標時点

から見て 6ないし18カ月前に始まっていた。)か L現在では，多〈の種

類の部品について川関与は， 目標時点から見て~:: id: ¥."、し 4年前に始まって

いる。」

実際に生じた変化についてのこの記述は，明らかに，市I~l~のスローガンに対

する私の解釈が正確なものであることを裏書きして¥，"，，~; 8) 0 

日本の「下請け制」に関し長く支配的であった見11iは， 日本におけるメーカ

ーとサプライヤーとの関係のシステムを，弱小でメ司カーに;対し従属的な下請

け企業に満ちているものと特徴づけてきたが，アメ ~I カの自動車メーカーは，

これとほ別の認識を持つにいたった。その認識は， :1本の自動車メーカーは，

購入される部品の中の顕著な割合を承認図の部品 2し吋買っているというもの

であり，それはさらに，サプヲイヤーが顕著な技制~11:ljì~カを蓄積していること，

および， これが日本の自動車メーカーに対して国際1-J場で5Eiい競争上の利点を

与えているということを，前提するものである。

この認識は，前記のλテレオF イプ化された見ブ'~i ，;::りも，はるかに事実に適

合的であるように思われる。たとえば，前にアメ，1プ7のー自動車メーカーによ

る近年の再構築を見た座席と排気管・マフラー・シス 7ムの供給に立ち戻って

みよう。日本の自動車メーカーは， こうした部品を内i製していなL、。そうする

代わりに，各中核企業は，こうした部品を第 1次暦にある十プライヤーとして

供給する企業を 2社ないし 3社づっ持ち，そのいずれとも関係を保っている。

なんらかの車両の新しいそデルが開発されるさい， "1吋亥企業は"その開発プロ

め 1986年 4月1日にミシガン州ディアポ--':/のフすード世界:本社で行コたインタビューにもとづ
〈。
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ジェクトに適当なサプライヤーとしてどのオ:黙が選定されるにせよ，それに対

し，その新規モデノレに必要とされる座席あおいは排気管の大まかな住様を提示

し，かつ，その部品の価格として中核企業式l期待する目標水準を提示するだけ

でよい。

それら部品の設計および設計図の作成は， サプライ γーが，中核企業のスタ

ッフと密接なコンタクトを保ちながら遂行:-j"'，~:) ()かっ J この間，車両の特定の

モデルの開発への関与とは別に，これら部品 1)サプザイヤーは，相互に競争し

ながら， 自分自身のイェシアティフーにもとつ，ハて，新材料についての情報を海

外から集めたり，新技術の開発のため自社ご肝究したりしながら，絶えず、改善

を追求する。中核企業の技術部門は，そうし叩努力 r節約できる。中核企業は，

サプライヤーからの提案やサプライヤーの，ベアォーマンメを評価するのに必要

なだけの能力を保持すれば，それで足りるのであるヘ

日本のシステムの顕著な特徴の一つは， 日本の中核企業が，この種のサプラ

イヤーに，他国の中核企業よりも大きな程肢で依存して、これたことである叩。

の より厳密にいえば. A.sanu田aく1989)て指摘L-/~:， ;:i:のような要閣があることに注意しておかな

ければならない。それは，サプライヤーが行う部品C開発指よび製造の過程が中核企業にとって

ブラックボックスの程度を増せば増すほど，他の事r，!'が等しけれぽ，サプライヤーの交渉ポジシ

望シが有1刊に;(j:ることである。より点主考えると， lLの部品分類方式上のカテゴリーでNに属す

るF主席や排気管・マフラー・システムのような部品、全数外部の企業に委ねることができても，

VIに属する部品については，少なくとも部分的に判弘能力を待ちたいと中核企業が考える場合が，

しばしば起こりえよう。

10) E本の自動車メーカーが第l次層のサプライヤ i.l"ら購入する部品がどのような構成になって
いるか， また，アメリカならびにヨーロッバと比べ:';:::-の構成がどのように位置づけられるかに

ついては，次の 2 種類のデータが利用可能である。;，~-y， L985:fC-に各社D管理者たちと行ったイ

ンタピι ーにもとづき，太田 (Ohta1985)は， 日本，，)~gヮの自動車メーカーについて，次のよ

うに報告している。第1に日産は， 外部市企業か ιl昨入する部品総~tíiのうち， 90パーセントを

‘supp1iers'から，また10パーセントを‘Sllbcontn注目crs'1，P::)購入している。 ところで太田町い

う‘supplier'とは私の用語法でし、う「承認図の部市町サプライヤー」に相当し， 'subcontractor' 

とは「貸与図の部品の十プライヤー」に相当する。持;2に同様の比率構成を本田技研について見

ると 60:40， 第3に三菱自工は 67'37，第4に鈴一I‘121動車は 57:43である。 Oht.(1985)， pp 

71-73参照。次に， クラータと藤本 (Clarkand Fuj，!Iloto 198'7， 1991)は.アメリカ，日本，ヨ

-~ッパの三地域について， l!180年-87年に行わ~~1. 1::新車開発プロジ z グトの系統的調査を実施
¥.-，アメリカについて 3社6プロジ広ク¥'，日本につい亡 B社127'p"ジーグト，ヨ-"γパにつ

いて 9社11プロジェグトをカバーしたがE この過日2で次のデ巾タを得た。自動車メーカーが外部
から購入すz部品の種類ほ. (3) Supplier proprieU!1円 PH''':，(b) Black box parts. (c) Detail-ノ
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3.2 価格引き下げ圧力と叶フ。ヲイヤーの協力

日本のメーカーとサプライヤーとの関係が持つも土}一つの顕著な特徴は，諸

中核企業以部品のライフサイクノレが続く聞に，それら部品の価格が階段状に

引き下げられて行くよう追求してきたことであり十つ9 そうした引き下げの

要請が，サプヲイヤーによって，製造原価を引き下げようとする絶えざる努力

を通じて満たされてきたことである。

前に，部品供給期間中に 1年に 2度の頻度で価格口調整を行なう日本のピジ

ネス慣行に言及した。労働の対価が，春闘と〈夏冬が;合型またほ夏冬分離型

の〉一時金交渉という形をとって，年に 2ないし 3肢:の頻度で行われる労使間

の定期交渉によって調整されるのと同様に，部品価*~i" わ再交渉も，半年ごとの

定期交渉として行われる。しかしながら，部品価格め偽合にはj 労使聞の賃

金・ボーナス交渉の場合とは対照的に，再交渉のつ，l-"攻勢をとる立場に立つの

は，買い手の側である。中核企業はr ある期間一ープ:とえば今後2年間一ーに

わたって各サプライヤーが実現すべき価格引き下げ市在目標として設定し，再

交渉のつど，この目標の実現にいたるステップとして l 相応の率で価格を引き

下げるよう促す。そして，それが長期的に見るとE買え「に利益をもたらすことを

説得しようと努めるのである。一例を挙げると，あとl自動草ーメーカーの場合，

1985年 9月のプラザ合意に先立つ数年にわたって， 日カ月ごとに 2パーセント

の価格引き下げを実現することを目標として掲げていた D

これは過度に厳しい要求のように見えようが，事央はp これまで+プライヤ

ーは全体として，中核企業が交渉テープノレに上ぼせた要求:をp 多かれ少なかれ

協力的な態度で，満たすという結果になってきたのマある。このような結果が

生じた根底には，日本のサプライヤーの聞に広く保n.:古れている次のような漠

¥、controJledp.r阻の3カテゴリーに分けられるが，部品購入費に占めるjI...カテゴリーの比率は.
アメリカtは.(a) 3 %. (b) 16%. (0) 81.%;日本では.(a.) 13 %， (b) 6~~.%' ， (c) 30%; g - ~ -y 

パでは. (a) 7 %. (b) 399百.(c) 54%であった。なお，かれ ~:I ")レう(，)は私の用語tの「市販品
タイずの部品J. (1)ほ「承認図の部品J. (c)は「貸与閣の部品Jに対応している。 Clarkand 

Fujimoto (1987). p. 741， T.ble 1参照。
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然とした考えがある。それは，かれらはヰゆ;企業と連命を共有しているという

考えであり，また価格引き下げは，い〈勺の関係者の協同によって生み出さ

れた剰余を分配する一つのやり方だという考えである。すなわち，ちょうど株

主に配当を支払い，従業員にボーナスを支払「のとまったく同様に，かれらは，

かれらが挙げた経済的剰余の若干の部分を， かれらのf頭客である中核企業に価

格引き下げという形で還元すべきだと考えるのである。この考えは，次のメカ

ェズムによって支えられてきたように思われる。

部品の当初価格は開発段階の聞に交渉を混じて決定される。いま要点にのみ

注意を限れば，この交渉では，価格は P"::川堵 C-v*)(1 +r勺 と L寸形式で合

意される。但し，間本，v*，および戸・は，で r'Lぞれ部品 l単位当りの材料費の

査定された水準，同じく加工費の査定され小水準，および， この二つのものの

和に乗じて粗マージンを算出するために用hiることが同意されたマーク・アッ

プ率を表わすものとする。この刊の値は，ふつう歴史的事情によってある大

きさに決まるが，実際にサフ。ライヤーが名吋，'~Iこ稼得できるマージン率 r(t)

は必ずしも刊と一致ぜず，ある部品の取引羽問中にも時とともに変動する。

その部品のライフ+イグルの初期には，材料iをとが工費の実際の水準刑(t)と

v(りは，典型的には m* と H よりもそ ILぞれ高くなるので， r ( t)は典

型的には什よりも低くなる。この意味にお v、て，サプライヤーは，しばらく

の間「赤字」で走らなければならない。 Lll"し』学習効果と，サプライヤーが

製造工程にほどこす改普(つまり，いわゆ三合理化〉のため，m( t)とv( t ) 

とは時が経つにつれて減少し，やがては m十およびいを下回ることになる。

もし，その部品のライフサイクノレの終わりよりも相当前に，当初の期開発生し

ていた「赤字lの累積債が I黒字j転換心、降に生じた「黒字」の累積値によ

って埋め合わされうるならば3 それが達成 5れた|時点よりあとでは，サプライ

ヤーは一種の「剰余」を稼得することにな在。これが各+プライヤーを，合理

化をなしとげようとする絶えざる努力に駆 1;立てるインセンティプである。そ

して，サプライヤーは，この「剰余Jの総::Hlの中からj いくぶんかを，価格引
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き下げの形で，中核企業に「払い戻す」のである。

このメカニズムは，中核企業が「剰余」の全体を Ï:~i:有しようとしない限りに

おいて両当事者に益を与えるよう作動するものであ之ことに注意したい。中核

企業に要求されるノウハウの一つは，サプライヤー n、絶えざる合理化の追求を

通じて成長し，かつ技術的能力を発展させる ζ と 7~1!; -cきるような仕方でサプラ

イヤーを管理しうることである。

3.3 サプライヤーによる部品改善提案とそのインーtンザィブ

合理化とならんで，サプライヤーが車両の製造l思f~5低減に寄与しうるもう一

つのノレートがある。それは，特定の部品の設計または材料組成につき，可能な

修正に関する提案を行うことによ q てである。しlどl.，ば，そのような修正を通

じて部品の製造原価のかなりの低減を達成するこ ιèl~可能であり，自動車メー

カーは， 自社の従業員に対しでも，またサプヲイヤ M に対しでも， この種の提

案を行うことを奨励する。

便宜上， こうした改善提案を生み出そうとする鰐力のうち商業的生産段階に

入る前に行われるものを「価値工学J(VE) とよ f人商業的生産段階に入っ

てから行われるものを「価値分析J(V A)とよぶ一とにしよう。浅沼(1984b)

が報告している通り， 日本の自動車メーカーが使りている契約的慣行の中には，

V Aに対しでも VEに一対しても，インセンティブカ lつくられている。

いま，あるサプライヤーが提案を行い，その結烈 所与の部品 1個当りの製

造原価を l万円から 9千円に下げる ζ とが可能に，Lったとしよう。その場合，

中核企業は，次回の再交渉の機会に，次のような行問をとる 2あろう。第 1に，

この部品については， 10パーセントの価格引き下村山白すでに行われたと正式に

認定する。第2に，これにもかかわらず，し(ばfら久μ(

提案に対する報酬として 1 千円をサフプ号ライヤ}に守ι北l之t~ 部品 1 個当り 1 万円を

払い続ける。こうした上積み額が支払われる期聞のzZ，さはp 中核企業の側がど

の程度その提案に寄与したかによ。て異なる。たとえば;よその提案がもっぱら
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サプライヤーの創意工夫にもとづいている場合にはp 改善提案報酬が支払われ

る期聞は 1年にわたるかもしれないが， も I_，~中核企業の側がサプライヤーと同

じだけの寄与を行なったのであればn 期間 1:，;1:半年にな Qかもしれない。これが，

サプライヤーに対して即時に報酬を与える川カニズムである。

しかし同時に， このサプライヤーがそう 1 、う提案をしたという事実は， これ

とは別に， もっと長期的な視点で見てこのノブヨライヤーに利益となることがら

をもたらす。その事実は，中核企業がこのりブヲイ γーに与える評価に影響す

るのであり，このサプライヤーが受け取る烈積酌評価がと昇するにつれ，より

有利な，あるいは一層挑戦的な刺激となるような任務が，このサプライヤーに

与えられることとなる。 AsanumaCH189)川分析して"、るように， このメカニ

ズムは，十プライヤーが，漸進的に着実な仕方で前進して行ける経路を与えて

いる。

3.4 サプライヤーの供給責任と品質保証一向任

日本のサプライヤーは納期と品質面の諸張~:::~<とを満たす上で高い信頼性を示

すことが広く知られるようになった。この行 .101立，ある程度までは，産業の中

で働いている経済的なメカニズムによってイi浬的に説明することができる。そ

のようなメカニズムの一つは，サプライヤーか湊務と 3 サプライヤーがこの義

務を履行しなかった場合に中核企業が課す h とのできるペナノレティに関する契

約上の取り決めによって与えられている。 7:とえば， I基本契約」の中には，

もし中核企業がザプヲイヤーからの納入の沼混によって損失をこうむった場合

には，中核企業は金銭的補償を要求できる」とが明示的に述べられている。同

様に，この契約の中には，部品を受領した弘 lと特定の期聞が過ぎるまでの聞に

部品に品質欠陥があることが発見されれば "t:-の部品がまだ中核企業の施設の

中にある場合はもちろん，その部品を組み仏んだ最終製品が出荷されたあとで

も，中核企業は補償を要求できることが述べられている。この品質保証責任に

関する規定に関して，次の事実が注意lこ値寸る c 最近までアメリカでは，最終
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製品が市場に出荷された後では，製造物責任はもっ r)中核企業が負っていた。

サプライヤーの責任は，サプライヤーと中核企業とのインターブエースにおい

て終わっていた。これと対照的に， 日本では，実際の活用がどのように行われ

ているかは別として，少なくとも基本契約の文面を!乱お限りでは，サプライヤ

ーの責任は最終消費者市場まで伸びて L 、る。もし品~~~:!~欠陥のあ o部品がそこで

発見きれれば，その部品のサプライヤーは，ぞれが副大込まれてL、る車のリコ

ーノレに要する費用，および部品交換に要する費用を:1':"叫するべさものと規定さ

れているのである 100

これは，アメリカでは購入される部品の大部分が貸与図の部品であるのに対

して， 日本では承認図の部品の方が優勢な割合を占め;日ーいう事実を反映して

いる。もし，アメリカの自動車メーカーがしばしばそっしていやように，中核

企業の側が設計図を供給し，材料，製造方法，およひ l試験方法在決めるのであ

れば，中核企業の側が製造物責任を全面的に負うのは治然の帰結といえよう。

サプライヤーが製品開発において J り積極的な役i~~ ， J 'k果たす」うになるにつ

れ，不可避的に，かれらは，より多くの責任を負担、すめよう期待きれ，また一

般に， より多〈のリス Pを負担するのである山。

3. 5 評価と競争を伴う長期的関係

しかしながら， ウィリアムソン(1975， 4章〉古川¥F;座なり O)J協力と区別

して「完全な」協力とよんでいるものを促そうとすると， J:Iこ見たような契約

上の規定は，それだけでは十分ではない。従業員の内部昇進に類似したなんら

かのメカニズムが必要とされるように思われる。 VE:F;よびV Aの努力を促す

長期的インセンティプに関係して 3目 3ですでに触れた Jうに，中核企業はサプ

11) しかしながら.日本の自動車メーカーのどの社もが，完成車川町後あるいは消費者への版売後

に部品欠陥が見つかったどの場合にも.実際にそのよろ古ベナノlヲ4条項を適用してきたかどラ

かは.条文にどのように書いてあるかとは別の問題である。これ E知るには注意深い調査が必要

である。

12) Asanu皿aand Kikutani (1992)古参照せよ。
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ライヤーに対して絶えず評価を行っており，持定のサプヲイヤーがその供給先

である一つの中核企業から受ける累積的な計|同法，心の中核企業が作り出して

いる調達のネットワーク全体の中で， この?プライヤーが見込める地位上昇の

展望に影響し， ときには，他の中核企業がfrり出し-u、る類似のネットワーク

の中での展望にも影響するo

このメカニズムに関して，日本の製造業 γ スラムの中で「複社発注政策

(two-vendor policy).Jが果たしてきた重要 ;':f役割に注意すべきである。前に座

席と排気管・マフラー・システムの購入を討lじたとごろで触れたように， 日本

の自動車メーカーは，購入している品目む什ちできるだけ多くについて， とき

には社内の部品製作工場も含めて，複数O)j!J'i恰j原 共型的には 2ないし 3社，

しかしときには 5ないし 6社ーーーを作り出 ..tうと，つねに努めてきた。これは

アメリカの自動車メーカーの「多数供給源政策 (muJtiplesourcing)J とは次

の点で，やや違っているように思われる。 fれは， n本の中核企業は，競争入

札のメカニズムの働きに依拠するよりも，むしろ，複数の供給源のそれぞれと

密接で長期的かつ協力的な関係を発展させにつとしてきたことである。にもか

かわらず， i複社発注政策jを通じて， 日::1;の中核企業は， うまくサプライヤ

ーを相互に競争させ，また見習わせてもき

前に触れたように，いったんサプライヤ ぷあるそデノレのための特定部品の

供給源として選定されれば， 日本の中核企 J町丸そのモデノレの生産が存続する

期間の全体にわたり，サプライヤーに安定，ご一地位!..jJ:~与える。しかし， この十

プライヤーが，同じ銘柄の車の次期モデノレ0:ためにも p 同じ種類の部品の注文

を受けるという保証はなL、。新しいモデノレ0:潤発プ Iコセスが始まるときには，

つねに，特定の種類の部品の供給を行いうる能力を持つサフ。ライヤーの間の競

争が前面に出て〈る。

同じランクの従業員たちが相互に，企業組織内部でのより速い昇進をめくっ

て競争を繰り広げるのと全く同じように，問じ種類の溜品のサプライヤーたち

は相互に，同じネットワークの内部で競争なl繰り広げる。そして従来からネッ

岨
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トワータの中にいるサプライヤーに新鮮な競争上の刺激を加えるため， 日本の

中核企業は，適当と思われる時点で，慎重な違法と献.lilを経たとでの乙とでは

あるが，新しいメンパーを調達ネットワークの中に川人させる。ょの種の競争

メカニズムは，いわゆる系列に関する伝統的な文献川中では，全般に見過ごさ

hてきた。

3.6 7 レキシブノレ生産システム

最後に次のことを指摘しておくべきであろう。それ I;t， 日二本0)自動車メーカ

ーは，基本的なフィロソフィーとして 1アレキシツノレ生産レノエテム」とでも

名づけうるシステムの実現を追求しF かなりの程度で成羽Jを収めてきたこと

である。このシステムについて，以下の部分で簡単;税明することにしよう。

最初に，典型的な自動車メーカーが市場に提供 L':いる最終製品のバラエテ

ィがきわめて高いことを認識する必要がある。コロナとかフノレーバードとかい

った草の銘柄のレベノレでいうと，各企業が提供してL、る選択肢の数は，それほ

ど多いとはいえない。たかだか10とか20とかの程度てある。このレベノレから見

れば，自動車生産は，典型的な大量生産に見える。 1_，i.roL，各銘柄の内部にお

いて，自動車メーカーは，異なったボデー .jJイプq コンジ:ノ .jJイ7'， トラ

ンλ ミッション .jJ イプ，豪華さの程度，オプショ γ部品 f~~" およびそれら

の異なった組合せにもとづき，時とともにしだいに大きな数にのぼるパリエーー

ションを提供するようになってきた。たとえばトヨ"は， 1966年 4月の時点で

は， クラウンという銘柄の車の当時のモデノレにつき噌 :J22程i類のパリエーショ

ンを提供することができたが， 1978年 4月の時点でほ l この数は 101.088種類

に上昇した。ニEデノレのバリエージョンのこのような榊殖(J)歴史的な起源がアメ

リカで起と η た慣行にあることは，ほとんど疑う余地がな」、。しかし日本の自

動車メーカーは，精綾な情報処理と生産管理のジス 1 ムを作り tげ，車の銘柄

の特定のパリ ι ーンョンをそのオーダーがディ ラ によって投入されてから

組み立て，その草を， もとの注文を出したユーザーいっそF元 tこp 可能な最短の時
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間で納品できるようにした。

もちろん，その車の生産プロセスの少なくとも若 Fの部分は，最終オーダー

を自動車メーカーが受領するより前に開始合札なけれぽならな U、。こうして，

基本月間生産計画は当該の生産月の最初の伝ぶりも何日も前に作成され，ボ

デー・タイプ，エンジン・タイプ， トランメl 平ッション・タイプ，および豪華

さの程度の組合せで決まる基本仕様 ーこれ 52当該のモデノレのバリエーショ γ

総体の中の基本パターンとなるーーの一つ つlこついて，その月に何台作るか

を定めておく必要がある。この月間計画が，ディ!ーチー，中核企業，およびサ

プライヤーから構成されるシステム全体の il閣のオベレーションにとり，主要

な枠組みを与えるものとなる。このもンステムがフレキシピリティという点で提

供しうるものは，オ ダ の細部一一一つまり令プシ l'-'部品と色に関する選択

一ーを，あとの時点で決めてよいものにす石ことである。一つの車両オーダー

の中のいまいった細部に関する情報をディー?ーが投入する作業に関して設定

される最終デッド・ラインと，そのオーダー 1:'ー対応する車両の組み立て時点と

の聞に許容されうる Fイム・ラグを，いま，J;で表わすことにしよう。さらに，

この車両をユーザーに納品するまでに必要とされる時閣を yで表わすことにし

よう。 X+Yの{直がづ、き L、ほど， このシスフ九ば， よりフレキシプノレであると

いえる。アメリカの競争相手と比べて， 日本:1)自動車メーカーは，顕著に小さ

いX+Yの値， とりわけ顕著に小さいzのjji日'持つ生産システムを実現した。

日本の企業の中では，そのようなシステム在実現す『るーとでト"':3<がトップ・ラ

ンナーであったように忠われる。

フレキシフツレ生産システムを実現するには川 二つの!要因がとりわけ重要であ

るように思われる。第1に，中核企業は月附It.産計踊を十分注意深く準備し，

これを急激かっ大幅に変えないようにするー〈きである n なぜなら，月間生産計

画は，サプライヤーと社内の諸工場に，そに， ，~!の進行の問に定まるであろう詳

細計画ならびに後日起こりうる詳細計画の似凋整が，基本的には，月間生産計

画て定まった枠組みの範囲でしか起!こらなL ニとを乎J告し，その枠組みの下で
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フレキシプノレな対応ができるよう準備態勢を整えち什る機能を持つからである。

この枠組みが安定してL、ると L寸条件が満たされ--，.は乙めて，サプライヤーや

社内の諸工場が，のちの時点で微調整的な適応を1'iコていく心とが可能になる。

第 2 に，サプライヤーと社内の諸工場とが，中核~Lì::: ~粍がのちの時点で投入して

くる詳細計画やその微調整といったシグナノレに， iM(i主に反応できる能力を発展

させる必要がある。プレス金型交換作業の時間短縮やη 「かんばん方式」の導

入に伴って発展させられたさまざまな作業および刊業管理のやり方が， こうし

た能力の強力な構成要素となった山。

IV 国際的な諸調整の硯材

この節ではJ 最初にーアメリカで観察されうる状況 lhついて論じ，次に日本の

中核企業とサプライヤーをめぐる日本圏内の状況~~::~ I謂|べる。

4. 1 アメリカにおける状況

前に，アメリカの自動車メーカーが1980--83年以時，かれらの調達ネットワ

ークに導入した二つの主要な変化に言及した。す沿 わち第 1次層を構成する

サプライヤーの数の削減，および，そのきいのス;~I' !:! .ーェングを通過し直接取

引の相手として残されたサプライヤーとの聞に， 1"密接で長期的な関係を発

展させようとする努力の開始である。私は3 これらの変化が次の二つの目標を

持っているように思われることを指摘した。すなわ九，第 l次層のサプライヤ

ーに，より強い技術的能力を持つようになってもら去という Jと，および，価

格設定の住方を変え，協力的な原価低減にもとづくようなものにするというこ

とであ忍。このこつの目標に照らせば，もしアメリイの自動車メーカーが，前

の節で論じた日本のシ;;<，テムの特性のすべてを共有1るよう仕方向に自社の調

13) との節で記述きれた「フレキシザル生産システム」の情報処砲oiiは， 1"オーダー・エシトリー
・シ戸、テム」とよtまれている。 ζのオ-:;'ー・エントリー・〆つ、テムを詳細に調べたものとして，
岡本(1985)がある。また，ここで扱ったトピッグのさらに幹細な議論の士bには，門因。983).

塩見 (19858，1985b)，浅沼 (1986，1990)，およびA.sanu日 a<199]:) '!:審問せよ。
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達;ネットワークを再構築しようとしたとし c，'/"驚〈べきことではなL、。実際，

私の認識するところでは，かれらは現在こじり方向を追求しているし，今後もそ

うし続けるであろう。この意味におレて， 1:1木で発展きせられてきたメーカー

とサプライヤーの関係のシステムが持つLバつかの特性は，特に日本に特殊的

なものではなくなるであろう。もっとも t~~が子測するこの状態は，緩慢な速

度で，かつ試行錯誤のプ戸セスを経た上でしか，実現しなL、かもしれないけれ

ども14)。

園箆豆室主主宜主エと豆基杢血霊園

この発展の背後にある根本的な駆動力は l 現代の産業社会に見いだされる一

つの基本的なトレ y 1-'である。消費者のニ吟スと|番好とに適合するため，企業

は財とサーピスのますます多様な品ぞろえ1い用意し，個々のユーザーの注文に

応じて特定のバリエーションを送り届けなければならない。 ζ のプロセ戸、の一

部として，モデノレ・チェンジの間隔はますます短くなりつつあり，製品を構成

する部品はますますカスタム化が進みつつjつる。こうして，最終製品も，また

そのための部品も， もはや標準的な新古典派の経済理論が想定してきた種類の

オークション型市場で取引される，標準化;れた財でi主なくなっている。

もし問題の部品が標準化された財，すなわち私が Asanuma (1989) で導入

した用語でいうと「市販品タイプの部品J'，'‘あるなら 1，;1:'，それの開発はまった

くサプライヤー側だけの仕事として行うことができ，買い手側の企業は，価格

と，特定の期間にわたって必要とされる数法の入子可語性だけに関心を集中で

きる。このタイプの部品に対してはs 月ポヮト市場の働き，買い手の側による

「多数供給源利用政策J， 売り手の側によ山規模の経済性の追求， およびパッ

プァーとしての在庫の利用などが，すべて，iii，i用可古田である。しかしながら，部

品がますますカスタム化され，再開発が要請古れる頻l支が高まるほど，いま挙

げたような古典的な制度的工夫の適用可能性ぱ減少する。そして他方において，

14) アメリカの自動車産業にお付るメーカーとサププ.-;-'(""ーとの関係がどの程度変革され，またど
のような点で|璃り場にさしかかっているかを，サプヲイヤーを対象とした系統的なアンケート調
査にもとづいて分析している近年の業績として， Hc:::]川(1991)がある。



ム
法

国際的民望の中で見た日本のメーカーとサプライヤーとの駅係 (243) 47 

私が Asanuma(1989) で定義を与えた「関係特殊rn技能」の重要性が全面に

出てくる。この種の技能を発展させ，それに依拠サ μ5ためには，インセンティ

ヴ主競争的刺激とにIE当な注意を払いつつ，密接な ~:f:業間関係を発展させるこ

とが決定的に重要となる。これが，日本で現lこ起こヮた，またアメリカでいま

追求されつつある企業間関係の変革の基底にあって，その変化を必然的なもの

としている経済的理由である山。

E杢l三杢塾生量<iiー茎(J)基杢盟主!'三三三

アメリカにおける伝統とビジネス慣行は， 日本 J. I_:，~多くの点で違っている。

たとえば，年に 2回価格調整の機会を設ける白木の慣行は，たぶん，休暇と貸

借の決済の機会とを夏のお盆と冬の正月との 2度ifiiけるという深く根づいた日

本の伝統からきているであろう。また，おそらく餌 2次大戦後のインフレーシ

ョ Y も， この慣行の成立に寄与したと思われる。耳目 jlの当事者たちが生存を守

るためには，賃金と同様，部品価格も，少なくと kその程度の頻度で再調整す

ることが必要となったからである" ¥， 、ずれにせよ 3 アメ日カでは，賃金と価格

の調整のためのィ γ Fーパノレは， もっと長かっ t::L いまても長L、。部品価格

については，すでに言及したように 1年だった円賃金については，典型的

な賃金協定の有効期間は 3年だったが，そうした協定は 1表迂まで， COLA 

(Cost-of-li ving-adjustments :生計費調整条項〕の tつな自動調整条項を含んで

いた。ビジヰス慣行上の違いをもう一つ挙げると』 日本国内で部品価格につい

て交渉が行われ同意が行われるとき，それは部品川納λされ使用される工場ま

での運賃込みの値段であるが，アメリカでは部品土生産lた工場での工場渡し

の値段 (f.o. b.価格〉が使われる c

そうした遣いの多くについて，アメリカで操業，ている日本に本拠を置〈企

15) 製造業一般を対象として.港 (1987)は.1930年代が日戸1:()メーカーよサプライャーとの関係
にとり転回点を画する時期であったと主張している。かれに，:，"ば.1日制年代にいたるまで. 日
本における下請けシ久テムは，多かれ少なかれスポット市抑的なものであった， 1930年代に入っ
てから長期的関係が形成されはじめ.そののち戦時経済の中でそれが補強されたのである。また
小野(1981)も， 日本の自動車メーカーが相対的に固定的:!'i:~)..プライキ-のセァトを相手として

安定的で長期的な関係官築きはじめたのは1936年でめると主張している。
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業の現地工場一一いわゆる transplants一ー -U:1 現地で確立している慣行lこ適

応する心づもりを持っている。さらに，地目的条件の違いから，日本企業が日

本で使っていた生産管理の方法と正確に悶，ものをアメリカで使うことは困難

となる。た Eえぼ -tj-プライヤーの士場と中核企業の工場とが相当遠く離れて

いるところでは， rかんばん方式」を白木')豊田市周辺で発展したもとの形の

通りに実施することは困難かもしれな1"~ 0 I_，~ 7:7益し 日本に本拠を置く中核企業

は，そのような条件には適応できる。かれらはかんばん」の代わりに電気

通信でメッセージを伝えることができる。

しかしながら，一つの一般化としては，け:のことがし、える。それは，かれら

のフィロソフィーは， 日本のシステムの本質的な諸特性の中のできるだけ多く

を，必要な手直しを加えて，受け入れ国においても再現しようとするところに

あるということである。このあと私は， 日本に本拠を置く企業のそういった試

みと，アメリカの中核企業の類似の試みとがドアメリカでどのような問題に面

しているかを簡単に概観する。

カユタム1ι主匙主量盈主盟主邑L-よ三J長二主主主管よ態11

日本の自動車メーカーから共通して閣か!lJる苦情の一つは，部品の取引を求

めてかれらに近づいてくるアメリカのサプ〆イヤー の多くが3 アメリカの自動

車メーカーに現に販売しているのと全く同じ部品をかれらに売ろうとすること

である。一例をどれば，日本の中核企業に[てみれば GMが生産している車

にとってはきわめて適合的かもしれないウ iンドウ中ワイバーであっても，そ

れが日本の車にとっても同じように適合的'.と仮定すべきではないのである。

H本の自動車メーカーは，長い間，カスタム (t;された部品を買ってきた。そう

いう部品は，同じ会社が生産する車であヮても J 車の銘柄が違えば，違ってい

ることが多い。この観点から見るとs アメリカのサプライヤーは， 日本のサプ

ライヤーに比べて，ある中核企業の特定のニーズに応じて開発を行おうとする

心づもりを欠いている場合が，しばしばあと"こにlfiについては， もう少しあ

とで， もう一度論じる。
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価格に対する建屋

3節で言及したように， 日本の中核企業ば，部品開入価格に対して絶えず引

き下げ正力をかけ℃きたのであり，また日本における1，，..れらの十プライヤ は，

なんとか工夫して， この要求を満たしてきた。もっこ J主体的にいえば， 日本の

中核企業は，サプライヤーが賃金費用の増加を価格J二転嫁するのを許してこな

かった。かれらは， 11マンアワー当りの賃金費用り増加は J 製造プロセスを

合理化しようとする断固とした努力にもとづき，加 1:に必要なマンアワーを削

減すると左を通じて吸収すべきだ」と主張してきたの〈5ある。

これと対照的に，最近にいたるまで， アメリカに，;;fj-;;;:，サプライヤーは，賃

金費用の増加を，エスカレータ一条項を通じて，値I村?に転嫁することを許され

ていた。アメリカの中核企業は最近 こうした慣行，ト打ち切ろうと試みており，

またサプライヤーに，原価低減の系統的な努力を迫 ~γ亡価格』引き下げを実現す

るよう求めはじめた。しかしながら，過去のトレンドを逆転させるには，おそ

らく多年を要するであろう。

サプライヤーによる VE，V Aとそのインセンテ〆ブ

当然のことながら，アメリカの中核企業は， もしサプライヤーがVEあるい

はVA提案を行おうとする努力をしてくれるなら，訂ぶことであろう。しかし，

1986年現在，アメリカの自動車メーカーは， 日本の中核企業がそのような努力

に対して報酬を払っているメカニズムの精確な構造土知ゥていないように見受

けられた問。

GMのような巨大な企業についていえば，吋ープライヤーの GMへの嘗業努力

がうまくいけば大量の注文がもらえるかししれない;1;，lfだから，従来は， 日本

の中核企業が採用してきたようなVA提案報酬やVE提案報酬のようなこまか

い仕組みを考えな〈ても，そうした量の魅力がサプライヤーーに対するインセ γ

16) サプヲイヤーがVEない GVA活動を通じて原価低減のため川製品改善提案を行うことを奨励
するため日本の申極企業が使巧ているインセン7-Aプ・メカ，;:.， ~，ムの構造についτは， ιの論文
のはじめり方で簡単な要約の形で触れたが， もっと詳しい記述i:，'i.， 浅沼(1984b)の中で与えら
れている。
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ティプとして働いたかもしれなL、。しかしy もしこーのような中核企業が今後，

日本の中核企業について前に述べたようなIli類の，部品購入価格の階段状の引

き下げの系統的追求に乗り出せば，日本の〆J':業が使っているのと類似したイン

センティブ方式一一原価構成要素の査定に hとっき'価格を決定する方式と密接

に連関した方式ーーの採用を考慮する必要にi自られよう。

主主'7-1ヱ三笠童宜主主主亙室主主主Jーし"z;
日本の自動車メーカーは，自分たちに対「る十ブライヤーのおのおのに対し

て，納期と品質の信頼性に関する組織的コ、シトメントを行うよう要求するの

が普通である。このコミットメントは供給 ~I: 行勺てし 1 る企業の組織全体に行き

わたることが期待される。アメリカで操業してし、J;〉日本企業は，時として，供

給を行っている企業の経営者あるいは管理 ;iに人員交替があったとき，供給の

仕方や製品政策が急激かっ大幅に変わると U!ゥー;，に出会う。たとえば，合

併が行われた結果として，サプライヤーが宍然ある製品ラインを打ち切り 2 し

たがってまたそれまで行っていたある中核三業への供給も打ち切ったというケ

ースが，いくつかあった。これとは対照的に， EI :1~の企業は， 自己の顧客に対

しでもサプライヤーに対しても関係を保つ詩任があ忍という考え方に慣れてい

る。 ζれは日本の「現地工場 (transpla口t).Jが7メリカで出会ってきた文化ギ

ヤップの一つである。

費全2盟透E主生土是型的盟盛

前に述べたように，アメリカの中核企業Il，すプヲイヤーとの聞に，より長

期的で密接な関係を発展させようとしはじのた。にの結果，時として，振子が

今までと反対の方向に揺れていることが見党けられる。たとえば，供給源の単

一化が，生産ロット増大のためのモデノレ数削減というアメリカ中核企業の閣の

一つの傾向に照らして主張されたり正当化~'~;したりしている場合がある。もち

ろん，そのような方向を追求することに ι って，いろいろな種類の規模の経済

性が利用可能となろう。しかしJ これは， 〆λ テム:主体を次のようなシステム

に比べ，フレキシプノレさとダイナミックさの度合を少ないものにするというり
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九クを伴っているかもしれない。それは 2ないし :l;;t!巾むサプライヤーが互いに

競争し，また移動式組み立てラインの基礎の上に小つット生陸を行うことが系

統的に追求されているようなシステムである。

貫生産量生虫盟量重宝i

高生産量がもたらす経済性を追求するというフィコソワィー l丸、アメリカに

も他の工業化された諸国にも深〈根づいており， ]fFλ!設備への巨額の投資を正

当化する根拠として，また巨大なグローバルな組踊訟の形成を促進するために，

使われてきた。日本の企業にとっても高生産量がもたらす経済性が重要である

ことは疑う余地がな1.'0 しかし結局のところ，高生 l託金はJ 製品 l単位当りの

原価を可能な限り最小化するという目的を達成すとーつの子段であるにすぎな

い。高生産量がもたらす経済性を追求するという者九万が学純な型をとって表

われると， i間接費の大きさの方は所与としておし、二同質の財の生産量をど

こまでも大きくして行くことを追求せよ」という考江方になるだろう。しかし

ながら，生産量はそれほど大きくない範囲にとど比ていても，間接費の系統的

な削減を追求することによって，同じ程一度に小き¥，'!;何日単位当り原価を達成

することも可能なのである。これが， トヨタならびに他の日木の企業が熱狂的

に追求してきた可能性であった。また実際のとこ之 l 少なく Jも自動車保有が

やっと普及しはじめた1960年代の初めには，かれLf;はアメり心の自動車メーカ

ーに比べ市場規模に関し著しく不利な条件セ負っぺいたので，他に選択しうる

道がなかったというべきであろう。こうして，プレス金型を敏速に交換する手

法や「かんばん方式」の案出と実現のような革新が，並外れた熱心さで追求さ

れた。こうした革新の基礎の上に，のちにp 部品のカスタム化の増大や， iフ

レキシプノレ生産システム」が可能になったのであ山"

このフィロ Yフィーは， 日本の企業にとって基2午、的なものごあるが，アメリ

カに本拠を置〈メーカーにはまだ十分理解されていな‘いし， 上り一般的にいっ

て， 日本の多くの学者や政策形成者を含め，学者ゃ政策形成;者の聞でまだ真価

が理解されていない。前に言及したように3 日本の企業は， 訂λ タム化された
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部品を供給する気構えができていないナメリカのサヅライヤ に，よ〈出会う。

この状況は，上に述べた二つのアィロソアイヤ司の聞の差から出てくるものであ

る。しかし，アメリカの状況のもう一つJJIJ:::'注目す M 、き面は，たいていの種類

の部品について，中核企業が競争的な複数の供給源セ確保しうる潜在的な可能

性があることである。これがあるため，私は次のように予測する。それは，適

当な時聞が経てば，日本に本拠を置くサプ弓イヤーだげでなく，相当な数のア

メリカを本拠とする十プライヤーが， 日本(nl中核企業と日本におけるかれらの

+プライヤーの聞に成立しているの E類似lてl条件で，きまぎまな種類のカスタ

ム化された部品の発注を進んで受けようと「るようになるだろうということで

ある山。

4.2 日本における状況

この論文の前の方で， 日本の三つの自動 Iメーカーについて，これら企業の

それぞれに供給を行っているサプライヤーの蒋成に関係する若干の数字を挙げ

た。これらの数字は， 1982年現在のマツダγ トヨタや日産よりも多数の部品

および加工サーピ九のサプライヤーに依存してし、る、ことを示していた。さらに，

同じ数字は，とれらマツダのサプライヤーι「ち，かなりの部分が，部品とい

うより単純な加工サーピスを供給する地場げ:小企業-cあることを示していた。

これと対照的に，私はいろいろな機会に， トヨタの管室者たちから，かれらの

サプライヤーには単純な加工サービスのサ 7 ヲイヤ叶主一つもなく， どのサプ

ライヤーも部品メーカー，つまり多少とも目[)，立て工径を経た部品または構成

部品を供給する企業だと想定されていると l うこと当日現いてきた。さらに， ト

17) 部品供給の問題とは別の， しかし密接に関係し「二、石領域において，アメリカで操業している
日本に本拠を持つ中核企業は，次のような調達上の IH，~~にI百じてきた。第 l は，アメリカで金型
を調達すると，通常， 日本よりも顕著に長い時間i:，':，'l、かり， また上り高くつ〈ことである。しか
Lながら， 日経産業新聞1991年11月2日号による"， フケハ fフ「にあるホンダの製造会社は， 自社
からの技術移転のプロセスを経ためと，アメリカの ri~~~ メ カーかbの調達吉開始した。第2に，
円本の鉄鋼メーカーが円本の自動車メーカ-!;:共同Iq発いピタイプの防錆鋼板ほ当初アメリヲりで
は調達てきなかった。 ζの問題は日本の鉄鋼メ一刀ーか占 7メリカの鉄鋼メ カーへの技術移転
により解決された。
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ヨタのサプライヤーの中のかなり大きい部分が部ai:!.:2:~承認閣の部品として供給

していることも推定できる o ， 、いかえると，進化論的な分析の角度から見ると，

後から参入し，かつ産業の中位や下位にある自動中ドーカーは，いまでもまだ，

相対的に見て進化の進んでいない段階にある調達ヰアトグで操業しなけれ

ばならないのである。

1985年 9月よりかなり前に，すでに， こうした後発剛中下位の自動車メーカ

ーは，先発・上位のメーカーに追いつこうとして H かれらの調達ネットワーク

の再構築を進めつつあった。かれらは，これまで自分たちに供給してきた多く

のサプライヤーに比べ，企業としてより確立し，能 ~r:lり l高いサプライヤーに，

自分たちが近年組織した全国的広がりを持つ協力:fに入って〈れるよう勧誘に

努めつつあヮた。まずこ同時に，かれらのこれまでのサプライヤーには，新車開

発プロセ戸、に早期から参加できる能力を発展させとl ょう促しコつあった。第 1

次層のサプライヤーのうち能力が劣る企業のいくつ川には，第 1次層で供給す

ることを止めて第 2次層のサプライヤーになるよウ説得が行われた。外国為替

相場がどう動くかに関係なく，これら中核企業は， こうした問題に取り組むこ

とを余儀なくされていた。

1985年 9月にG5 (先進5カ国蔵相・中央銀行総裁会議〉構成国の聞に成立

したプラザ合意によって，円の対ドノレ為替相場の魚淑な上昇が生じた。私は

1988年夏に， 日本の自動車産業の中位を占める三〆川)メーカーを訪問して，ふ

の変化の影響を調べたが，やや驚くべきことに.'.プライヤーのメンパー構成

には，ほとんど影響が生じなかった ζ とがわかったり二つのメーカーのうち一

方は，部品というよりむしろ加工サービスのサブヴイヤーとして分類される種

類の地場の+プライヤーのすべてが，プラザ合意:が17|金となった経済調整過程

の動乱の中を生き残ったと断言した。もう一つの4コ岐企業の場合にも，地場の

サプライヤーのほとんどが第1次層で供給を続吋 (λ、るサヅライヤーとして生

き残った。少数の例外となったのは，おそかれ早t寸L第 2次膚に移される運命

にあった限界+プヲイヤーであうた。どのようにして， とういうことが可能と
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なったのか。この論文の前の方で，次のこ Jニを見た。それは日本のある自動車

メーカーの場合， 1985年 9月に先立つ直近C何年か¢間，サプライヤーは原価

低減の努力にもとづき，平均して半年ことに 2パーセントの価格引き下げを実

現するよう求められ，また実際にそれを紫似してき「たという事実である。 L、い

かえると 3年という期間をとってみれば プラザ合意の前でさえ，かれらは

12パーセントの価格引き下げを達成する能力を持っていた。他ならねそのよう

な継続的な原価低減の努力を増!隠させるこ U ごよって，サプライヤーは1985年

9月以降直面した危機に対処しp 乗り切る J とができたのであった。

日本電装や三菱電機のようなすでに確立した企業で， しかも高度の能力を持

っているサプライヤーには，中核企業が救 l，をさし(1)ベる必要はほとんどなか

った。そうしたサプライヤーは自分で危機に対処しえ o 歴史的に， もっと小規

模の地場の企業は中核企業から技術的な助;引を受けてきているのであるが，

1985年 9 月以降の危機の時期においては~ ::~:i 咳企業はそうした接触の頻度を増

やし，同時に，サプライヤーの工場を指導に訪れるメ、員の数を増した。日常用

語でL、う下請け企業のイメージに近いこう J た企業 小規模で技術的に見て

中核企業に対してより依存的な地位、にあφ ナプライ T一一ーのおのおのが， ζ

の危機の時期に自動化のための機械設備に相当な技論F を行い，印象的な水準の

原価低減を達成した。

電子関連産業やアパレノレ産業などでは， 1:1本の中核企業は，供給基地を顕著

にアジアN1 E S (新興工業化経済群)J(c'，その他め開発途上国にシフトさせ

た。しかしながら自動車生産の分野では IJ:'なくとも私が訪れた二つの中位の

中核企業を見る限り，調達ネットワーグの fのようむ急激かっ大幅な再構築は

起こってし、ない。産業間に見られ石このa，'5すべき差には，二つの基本的理由

があるように思われる。一つは，電子部下!itr"ヤアパレノレと比べ， 自動車部品は重

いので，航空便で経済的に輸送するこーとが.cきなL、。第2の理由は，たとえ日

常用語でL、う下請け企業のイメージに近tl<:i::業が納入する部品や加工サービλ

であっても，それらを効率的に供給するに 1;し相当主程度の学習と技能を必要
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とすることである。効率的な供給は，なによりもまれ中核企業が製品市場か

らのシグナノレに応じて絶えず微調整を加える納入只ヮジューノレに遅れないよう

ついて行くことを含み，また品質，原佃j，改善提:手の能力な jf，多くの次元に

わたって中核企業がサプライヤーに提示してくる則待水準を満たして行〈こと

を含んでいるからである。開発途上国に供給源を和，せば労務費が低くなるとい

う利点があり，それは円高により増幅されたが，川(~)プラユの効果よりも，い

まいヮた意味での効率性が下がること一一一理論的'7;'(・概念で¥，'.えば利用可能な

「関係特殊的技能」の水準が下がり， したがってそれだけ vステムが稼得する

「関係準レント」の大きさが減少する乙とーによる経済的損失プヲ只運賃の

増大によるマイナスの効果の方が大きいと判断さi二人てに違L、ない。

もうーっこれに追加して次のような要因がある ..E-れは， 一般的にいって，

NIESやその他の開発途上国における自動車部品庄業は， をれらの国におけ

る車両の生産と比べても，まだ発展が進んでいない状況にあることである。た

とえば，韓国の自動車メーカーは，使用する部品0::':J)なりの部分，特に重要な

構成部品を海外から輸入しなければならない。韓悶:1)サプライヤーは生産能力

を輸出に割り当てる余力がそれほどあるように思:)~ :'d: 1~ 、。それら諸国のサプラ

イヤーは物的生産能力に対する投資と学習との 町闘を経たあとではじめて，

日本の自動車メーカーに対して部品を供給する能力むだんだんと持つようにな

ると予想される。現在においては， これらの国から日本における自動車生産の

ために輸入されている主要品目は，金型，治具，そ (7)他工JJ可類である加。

先進諸国からの自動車部品の輸入についていえは 19'88年混在の主要輸入品

目は共通の特徴を持っている。すなわち，それらはすべて，弘が提唱した部品

分類方式にお什る用語でいうと「市販品タイプの刊;Irb.Jであるか，あるいは，

それに非常に近いものである。アルミ・ホイーノレ， タイヤ，座席の被覆，照明

用電球，および排気浄化用触媒などが，主な例で :.[;-:1る。承認|習の部品を供給し

ようと思えば， これら諸国のサプヲイヤーほ日本:に工場ないし試験・試作用設

18) これらの点についての詳細は，中小企業金融公庫調査部川!砲7)を見」。
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備をそなえた施設を持ち，自社の研究開発計;吋の人民が中核企業と密接な接触

を保ちながら部品の開発に従事ずるように，なければならないであろう。

V 結び

この論文で提出した議論および諸事実か !'-'I 以下のような一般化を導くこと

が可能である。

1 電子関連やアパレノレなど他の産業と比吋てp 自動車産業は次のような特徴

を持っているように思われる。車両組み..U町て工場fがし、ったんある国の中に設

置されると，その工場に部品や材料等を I}北自iするためのネットワークのうち，

他の産業と比べて相対的に大きな部分がr この最終製品工場と同ーの国また

は地域に立地していることを必要とするにそして，この供給ネァトワーグを

構成する工場と企業の地理上の立地は，仲間為替相場の変動に応じて，あま

り簡単に再編成できるようなものではない"

2目供給を行っている企業に蓄積された関係特殊的技能の大きさが大きいほど，

上の(1)で行った主張は，いっそうよく当て ~t まる。

$一つの生産システムが全体として達成してし、る ~7 Vキシゼリテイの程度が

高いほど， 上の(2)で行った主張はJ いっ 3 うよく当てはまる。

4. 7レキヅブノレな生産システムを実現するためにはp ンステムを構成する諸

企業の聞に，適切な程度の競争的刺激と活i当な形態のイ Y センティブとを伴

った密接で長期的な関係を発展させるここが不可欠の要件であるように思わ

オ1る。

これらの命題は， どの国にとっても，産議政策の策定の上で有用なインプリ

ケーションを含んでいるように思われると l 寸指摘をもって，この論文の結び

としTこい1930

19) 電子関連とアパレルを含む他の諸産業につL、ての論文で操った分析のラインに沿う.より
詳細な研究が必要と古れているように思われる。 たとえばj いま輸送費の問題を脇に置くとすれ
ば，私は各産業において，生産システムの中l土菩Wt'~: ;h，.Q関係特殊的技能町量.および生産シ旦
テムに要求されるフレキシピリティの程度が，自動市l産業に bいて見いだされたものと同様の効
果を持つだろうと予想する。

色i
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